
      

東京社保協第４回常任幹事会 資料集

2023 年 8 月 24 日（木） 東京労働会館 5 階会議室

01～03 中央社保協第 1回運営委員会報告

04～10 日本高齢者大会関連資料

11～14 新生存権裁判東京関連資料

15～21 自治体宛国保アンケート案

22～23 都議会宛保険証廃止中止請願案

24～25 都議会宛国保料引き下げ請願署名案

26～29 2021 年度国保統計より（参考資料）

30～35 多摩地域の保健所増設運動からの要請と資料

36～37 10・19 いのちまもる総行動チラシ

38～39 介護国会請願署名とキックオフ集会チラシ

40  全国介護学習交流集会チラシ

41  介護・認知症なんでも無料電話相談チラシ

42～45 保険証を残して国会請願署名・チラシ

46～47 PFAS 汚染問題運動交流と政府要請関連資料

48～49 中央社保学校チラシ（東京会場）

50～55 第 1 回地域社保協交流集会報告



２０２３年度中央社保協 第１回運営委員会報告
２０２３年８月２日（水）１３時３０分～ 日本医療労働会館・オンライン

【出席確認】
○運営委員（下線欠席）

白沢<山崎>（障全協）、日野（新婦人）、今井〈宇野〉（全商連）、西野（全生連）

藤原（農民連）、民谷（福祉保育労）、村田（全教）、廣岡（年金者組合）

五十嵐（医労連）、曽根（保団連）、梅津（共産党）、中本（国公労連）

青池（自治労連）、大島（医療福祉生協連）、久保田（民医連）建交労

沢野（北海道）、高橋（宮城）、段（埼玉）、藤田（千葉）、窪田（東京）

根本（神奈川）、藤牧(石川)、小松（愛知）、寺内（大阪）、楠藤（徳島）

日高（鹿児島）

○事務局

林・大嶋（事務局）、上所（保団連）、山本（民医連）、香月（全労連）

＜報告事項＞                                
 別紙 活動日誌参照・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.01

＜報告事項＞                                
＜トピックス＞
 各委員からの特徴的な報告
 共闘関係

10/9 全国介護学習交流集会
10/19 医療・介護・福祉に国の予算を増やせ！10・19 いのちまもる総行動
11/12 日本高齢者大会 in 東京（１３日まで）
11/23 地域医療守る運動交流集会

＜報告・確認事項＞                               
1. 医団連との「現行の健康保険証を残してください」署名の共同

 保団連や民医連で署名チラシ面や動画を作成
 新婦人・年金者組合なども独自署名を提起。
 ８月３日の医団連の会議にて確認後中央社保協のホームページにアップする。８月７日

の週に各県社保協へ署名を送ります。
※ 医団連代表者会議にて、共同提出行動を提案する。

2. 各部会
① 国保部会
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 国保大都市調査・・・来年の代表者会議までに集める
 国保パンフ・・・中央社保学校で提起
 全国知事会に向けて「国費一兆円投入で協会けんぽ並みに」の一致点で懇談を模索
 １２月ごろに第２回国保改善運動学習交流集会を開催予定

 上記を国保部会で具体化

② 介護・障害者部会
 新介護署名を提起・・・９月１日（金）１８：００キックオフ集会
 日本認知症グループホーム協会との懇談
 介護・認知症なんでも無料電話相談 １１月１１日（土）
 社協への申し入れも行う

3. 第５０回中央社保学校 from 岡山
 申し込みフォームを開設

申し込み締め切り：８月２５日（金）まで
※ 締め切りを過ぎても申し込みを出来るが、資料は遅れての到着になります。

 来年、第５１回中央社保学校の開催県に困っている状況

4. 隔月刊「社会保障」
 ５１０号秋号・５１１号冬号について

 ５１０号は別紙、５１１号は中央社保学校、５１２号はジェンダー問題の方向
 長期連載：「私のまちの社保協」

 地域社保協の取り組みなどを取り上げていく場。

＜協議事項＞                                 
1. 第６７回総会の振り返りを行った。

① 保険証廃止・マイナンバーカードの問題
 マイナ保険証の導入に関する問題点とその改善策についての報告

② 岸田政権の政治経済財政運営に対する批判
 物価高騰への対応策として、賃金・年金・生活保護の引き上げの必要性
 教育の無償化に対する要望
 非正規雇用の問題と社会保障削減への懸念

③ 医療・介護・社会保障の拡充に向けた運動
 市民と野党との共闘の必要性
 保険証廃止法案と後期高齢者医療制度保険料引き上げへの反対
 介護制度改悪に対する抗議と対策
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④ 年金問題と生活保護基準引き下げ違憲訴訟
 年金問題に対する運動の報告
 生活保護基準引き下げ違憲訴訟に関する報告

⑤ 地域の社会保障と連携
 地域の社会保障に関する要請
 地域の医療費無料化と市民活動団体との連携報告

⑥ 岸田政権の軍拡と社会保障拡充に向けた請願署名取り組み
 軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名の取り組み

2. ２０２３年度第１回国保改善運動学習交流集会の振り返りを行った。
 全国からの要望として、国に対しての働きかけが求められている。

 国費１兆円投入で協会けんぽ並みに
 傷病手当などの恒常的な設立など

 全国知事会との懇談（国費１兆円投入で協会けんぽ並みに）

3. オンライン学習会テーマについて
次回運営委員会に総会方針の具体的な提案を持って再提案する。

今後の予定                                 
8 月 3 日 木 医団連会議：オブザーバー参加

社保学校シンポジウム打合せ
8月 4日 金 マイナンバー制度反対連絡会総会
8月 7日 月 第２回国保部会
8月 21 日 月 全国介護学習交流集会実行委員会
8月 23 日 水 第２回代表委員会
8月 30 日 水 隔月刊「社会保障」編集委員会
9月 1日 金 地域医療守る運動交流集会第３回実行委員会

新介護署名キックオフ集会

◆２０２３年度運営委員会日程（第一水曜日を基本）
次回の運営委員会 2023 年９月６日（水）１３時３０分～
 会場参加とオンラインの併用（日本医療労働会館２階会議室）
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             ８月１０日 「保険証をなくすな」東京・上野広小路で宣伝行動 

 

全ての県から東京大会へ参加をすすめよう 
                2023年 8月 14日 中央実行委員長 杉澤隆宣 
 

 地球温暖化で地球が燃えています。日本で

も「線状降水帯」の連続発生による集中豪雨で

各地に大きな被害が出ています。くらしも異

常です。物価高騰はとどまることを知らず、減

額され続ける年金生活者の困窮度は増し、特

に女性受給者の 80%に当たる低年金者の暮ら

しは「恐怖と欠乏」の毎日です。 

岸田自公政権は国民生活を守るどころか、マ

イナンバーカードの性急な導入の結果、「治療

費の窓口請求に間違い」「個人情報の漏洩不安」

など欠陥も明らかになり「今の紙の保険証の

継続」「マイナー制度の廃止」の声が全国で広

まっています。岸田政権の支持率が２０％代

の「危険水域」に急落しながら、頑迷にも「決

行」姿勢を崩しません。秋に予想される総選挙

で鉄槌を下そうではありませんか。 

コロナ感染症が全国各地で拡大し医療崩壊も

心配されます。感染対策は個人責任ではなく

政府・自治体の役割をしっかり求めていく必

要があります。平和の問題で日本政府は核兵

器使用を前提とする「核抑止」に固執し、核兵

器廃絶、「核兵器禁止国際条約」加盟に背を向

け、「敵基地攻撃能力保有」を強行、「大軍拡・

大増税」で「戦争する日本」をまい進、アジア

の緊張を高めています。パンデミック・コロナ

で新自由主義、資本主義社会の限界が暴かれ、

次の「新しい社会」が模索される激動の世界を

私たちは進んでいます。 

第 36 回日本高齢者大会 in 東京（11 月 12 日、

13 日）まで 3 か月と迫りました。今年の大会

は①大軍拡と社会保障削減の攻撃を跳ね返す

➁日本高齢者人権宣言を学び、活かす③全国

で地域の高齢期運動をつくっていく、この 3 点

を柱に取り組んでいます。大会リーフレット

も配布し、8 月より参加受付を開始しています。

実行委員会は学習講座・分科会・移動分科会・

夜の交流会も 3 つの柱にそった魅力ある企画

を準備しています。全体会の記念講演は軍事

大国化ではない日本の安全保障のあり方を柳

沢協二先生、講座分科会は田中優子さん、佐々

木憲昭さん、渡辺治さんなど豪華な先生たち

がお待ちしています。 

東京大会は 47 都道府県すべてからの参加を望

んでいます。現地参加に力を注ぎ、2 日間で延

べ 3500 人（1 日目 1700 人、2 日目 3500 人）

の参加目標にしています。東京大会では全体

会と 6 つの学習講座・分科会会場に限定して

オンラインで配信します。オンラインの利点

を生かし大会参加をより増し、各地の高齢期

運動につなげていきましょう。 

日 本 高 齢 期 運 動 連 絡 会 ニ ュ ー ス  
発行責任者 畑中 久明    発行所 日本高齢期運動連絡会 

〒164-0011 東京都中野区中央 5-48-5 シャンボール中野 504 号 

℡/fax03-3384-6654   Ｅ-Mail nihonkouren@nifty.com 

http://www.nihonkouren.jp 

№359 

発行 2023 年 8 月 15 日 
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大会参加申込 第１次締切 ９月末日 
 

 

1 日目 11 月 12 日（日）企画紹介 

 

 学習講座 13 時～16 時 30 分 
 

 
 

 

 

 

 

ｵﾝﾗｲ

ﾝ配信 号館 教室 　

◎ 13号館 1321 第１講座 日本を「戦争する国」にしていいのか

（330席） 渡辺　治一橋大学名誉教授 ・四谷姉妹（岸松江・青龍美和子　弁護士）

◎ 第２講座 前半 私たちの暮しはなぜ破壊され続けるか―克服の道を考える

　佐々木　憲昭　日本共産党元衆議院議員

（330席） 第３講座 後半 ジェンダー平等で未来を切りひらく

　田中　優子　法政大学名誉教授

第４講座 前半 気候危機をどう受けとめるか

　江守　正多　東京大学教授

（63席） 第５講座 後半 防災とまちづくり

　福田　信章　災害協働サポート東京　事務局長

第6講座 前半 コロナ禍でみえた日本の医療の課題

　増田　剛　全日本民医連会長、埼玉協同病院院長

（63席） 第7講座 後半 日本の農業と自給率、食糧安保

　長谷川　敏郎　農民運動全国連合会会長

第8講座 前半 高齢者の就労と貧困問題―下流老人問題の現在と未来

　藤田　孝典　聖学院大学客員教授

第9講座 後半 いのちのとりで裁判と生存権の意義

　前田　美津恵　全国生活と健康を守る会連合会副会長

（60席） 　笹井　敏子　埼玉県生活と健康を守る会会長全生連全国理事

　濱田　道子　生活保護基準引き下げ違憲訴訟埼玉原告

第10講座 前半 マイナンバーカードで、国民の管理？

　稲葉 一将　名古屋大学大学院法学研究科教授

（60席） 第11講座 後半 インボイス（適格請求書）とは何か？私たちの生活にどう影響するか？

　佐伯　和雅　税理士法人東京南部会計　代表社員　税理士

第12講座 前半 戦争する国づくりと教育

　中嶋　哲彦　名古屋大学名誉教授

（60席） 第13講座 後半
原発とエネルギー問題　―岸田政権の原発回帰とＧＸ脱炭素電
源法の何が問題化―

野口　邦和　元日本大学准教授・元日本科学者会議原子力問題
研究委員長、原水爆禁止世界大会運営委員会共同代表

1042

1041

1052

10号館

10号館

10号館

5号館

5号館

13号館
1331

533

541
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 分科会 13 時～16 時 30 分 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｵﾝﾗｲ

ﾝ配信 号館 教室 分科会名称

◎ 10号館 1051 沖縄と全国の米軍基地問題

（60席）  小泉　親司  日本平和委員会常任理事

5号館 532 「高齢者人権宣言」をどう活かしていくか

（52席）  寺崎　由郎 日本高齢期運動連絡会事務局次長

5号館 552 日本高齢者人権宣言と年金

（91席）  鈴木　靜 愛媛大学教授

◎ 10号館 1021 社会保障への攻撃にどう立ち向かうか

（210席）  岡﨑 祐司 佛教大学教授

5号館 531 「介護が必要な人が介護サービスを使えるように」

（255席） …介護問題と介護保険大改悪とたたかう

 服部　真理子 立教大学教授

◎ 1号館 大会議室 医療費無料化、自己負担ゼロが今こそ求められる

（102席）  長友 薫輝 佛教大学准教授

 折田真知子  日の出町町会議員

 神奈川県保険医協会

◎ 10号館 1031 住民主体のまちづくり「いつまでも住み続けたいまち」

（108席） …（１）多世代が知り合ってつながり豊かな地域づくり

 室田　信一 東京都立大学　人文社会学部　人間社会学科 准教授

10号館 1032 住民主体のまちづくり「いつまでも住み続けたいまち」

（108席） …（２）認知症になっても安心して暮らせる社会（地域）をつくるために

 山田　智 東京・健友会（中野共立病院）医師

5号館 553 交通・足の問題

（63席）  可児　紀夫 愛知大学地域政策学部地域政策学センター研究員　

10号館 1043 住まいは「人権」…住宅政策を見直す

（60席）  佐藤  和宏 高崎経済大学准教授

5号館 551 高齢期を生き生きさせる文化活動

…短歌の力で、世の中を変えよう！

 津田　道明 新日本歌人協会副代表

10号館 1022
高齢期運動は地域から、高齢期が地域で人間らしく生きる運動
を広げよう

（ 60席）  小嶋　満彦 東京高齢期運動連絡会副会長

10号館 1033 歯科講座

（ 60席）  森元　主税 歯科医師

10号館 1053 加齢による難聴に対する補聴器助成

（ 84席）  杉原恵子 言語聴覚士　
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＊ ＊ 夜の交流会 17 時～19 時 ＊ ＊ 
 

 
 

 

 

◆ ◇ 移動分科会 ◇ ◆ 申し込み期間１０月１日～１０日 
 

（１）東京大空襲・戦災資料センター  定員 

行程 大正大学 バス出発 ⇒ 東京大空襲・戦災資料センター 

空襲体験者のお話・センター内見学 ⇒ バスで大正大学へ（解散） 

 特別参加費：１，０００円・入館料：300 円 
 

 アジア太平洋戦争の末期、1945 年 3 月 10 日、アメ

リカ軍の無差別爆撃によって東京の下町一帯は焼け

野原になり、約 10 万人もの人びとが命を奪われまし

た。東京大空襲・戦災資料センターは東京大空襲をは

じめとする空襲や戦争による一般民間人の被害の実

相を明らかにし、それを伝えています。当日は、東京

大空襲体験者からお話を聞きセンターを見学します。 

 

（２）北区戦跡ウォーキング 

行程 現地集合 北とぴあ前 

ＪＲ王子駅 徒歩 ４分  

東京駅 ⇒ＪＲ京浜東北線（２０分）⇒ 

王子駅 

☑ウォーキングです。歩きやすい服装・靴

で参加してください 

☑王子駅には大きな荷物用のロッカーはあ

りません 

 
 旧陸軍にゆかりのある戦跡をめぐりながらの

ウォーキングです。地元のガイドが案内します。 

 右の写真は東京第一陸軍造兵廠第一製造所

（旧陸上自衛隊十条駐屯地 275 号棟）の赤レン

ガ倉庫 

 

5号館 552 みんなで聞こう

（ 91席） 「人権を守る民衆の闘いが社会保障を前進させた」

篠崎　次男 日本高齢期運動連絡会顧問

5号館 551 高齢者大会　井戸端会議

久々の井戸端会議開催！　

日頃の思いを大いに語り、全国あちこちのみんなの元気を分かち合おう

森　芙紗子　横井　妙子　

１０号館 学生食堂 うたごえ広場

（ 240席） 東京の夜空にうたごえ
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（３）靖国神社・遊就館 

行程 大正大学 バス出発 ⇒ 靖国神社・遊就館 

⇒ バスで大正大学へ（解散）車内でレクチャー有 

特別参加費：１，０００円 入館料 ８００円 
 靖国神社は戦前、国民を侵略戦争へ動員する精神的支柱の役割を

果たしました。戦後も日本の侵略戦争を美化する特異な施設です。遊就館（ゆうしゅうかん）で

は侵略戦争を正当化し、美化する展示やビデオ上映をしています。日本国憲法と相いれない施

設ですが、多くの国会議員も参拝します。日本の平和を守るためにも、戦争への道を進む動き

をしっかり学びましょう。当日はバスの中で、専門家の方のお話があります。 

 

（４）東京の山宣の足跡をたどる  
行程 現地集合  東京山宣会事務所 千代田区労連事務所内 

(最寄りの駅はＪＲ水道橋駅 西口徒歩２分） 
住所：千代田区神田三崎町 2-19-8  杉山ビル２階  

東京駅⇒ＪＲ中央線（２駅）⇒お茶の水

駅⇒ＪＲ総武線⇒水道橋駅 

資料代：５００円  

 東京山宣会の事務所でお話を聞き、ゆかりの場

所を案内していただきます。 

☑歩きやすい服装・靴で参加してくださ

い。雨具も用意してきてください 

☑荷物は事務所に預けられます 
 

 

 

 

 

高齢者大会をユーチューブで視聴してみませんか 
 東京大会でも参加申込された方に全体会と６つの学習講座・分科会をユーチューブで配信し

ます。そこで、少し自信のない方に、実際に体験していただこうと思います。 

 京都大会で好評でした山極壽一さんの記念講演です。是非視聴してみてください。 

（1）  https://youtu.be/rSi8BbXN6xg 

 

（2）  https://x.gd/2023test 

 
・・（1）でも（2）でも同じに接続します。 

 

 

 
 

 

 

 

千代田区労連 

8



- 6 - 

 

 

9



- 7 - 

 

 

10



～人権としての社会保障を求める『人間裁判』～ №17

新生存権裁判東京ニュース

7月21日東京地裁１０３号法廷で第１6回口頭弁論が行われました。今回から裁判長が交代し
て、原告有利の雰囲気が変わってしまうのでは？と懸念していましたが、田所弁護士からは「前
の裁判長よりも好印象に感じた」ということでした。
裁判では、被告側からスライドを使った説明が行われました。内容は、当時の厚生労働大臣が

行った保護費引き下げに間違いはなかったという主張でした。しかしその中身は、デフレ調整を
行った当時の説明とは異なるものでした。そもそもデフレ調整とは、物価が下がって生活が楽に
なったとされ、その分だけ保護費を下げて調整するといったものでした。しかし生活保護以外の
国民の生活がリーマンショックで苦しくなったから、その分生活保護のみなさんも我慢してくだ
さいという理由で引き下げたというふうに説明が変わっていました。
裁判後の三者協議では、裁判長からいくつか質問を受け、それに時間がかかったそうです。そ

こで新しい裁判長は、きちんと自ら考え、決断を下そうとする姿勢が感じられ、「これは勝て
る」と思えたと田所弁護士から裁判後の報告集会で発言がありました。
また集会には、一部勝訴判決をすでに勝ち取った東京の先発の「はっさく裁判」弁護団から高

田弁護士が参加しました。はっさく裁判では、控訴に向けた打ち合わせをしているところとの事
です。高田弁護士は、今日の裁判にも参加されており、「はっさく裁判の時には、国はスライド
を使った説明などは一切行わなかった」「負けたから今回はこういう弁明をしてきたんだなと
思った」「はっさくも、高裁の方でもしっかり勝っていきたい」「一緒にがんばりましょう」と
発言がありました。

発行：生存権裁判を支える東京連絡会 ☎03-5960-0266 2023年8月15日

新たな裁判長は好印象
「これは勝てる」と弁護団から手応え

－７月21日、口頭弁論日の報告－

この日、地裁前での宣伝行動には約40名が参加、傍聴には約60名が参加しました！
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原告の方からは、「家族が誹謗中傷の被害を受けており、非常に怒りを感じている」「わた
したちの生活をなにも知ろうとせず、ただなにもせず怠けているという人がいるが許せない。
抗議の声をあげていきたい」という発言や、「ネットで誹謗中傷を受けている。この裁判のこ
とを発信したところ、さらに税金をもらおうとしているのかと言われた」「生活保護で楽をし
ようとしているわけではない。障がいや病気もあり、1日1日を毎日どうやって生きていこうか
と考え生活している。自分のこうした立場から何か学べないか、発信できないかと考え駅頭で
署名活動や学習会を行っている」といった発言がありました。

今後の予定

口頭弁論
10/16（月）13時半～ 原告数名から生活実態を伝える意見陳述を予定
12/12（火）13時半～ 結審
年明け2月～3月 判決

街頭署名・宣伝行動
9月9日（土）17時～ 巣鴨駅

原告を励ますつどい
10月7日（土） 地域保健企画ビル6階会議室（立川）

署名集め、法廷への傍聴、街頭宣伝へのご参加、心よりお願いいたします。

集会の最後に、窪田事務局長から以下の訴えがありました。
今回の傍聴は約60人の参加となりましたが、傍聴席は84席あります。次回10月16日は、原告

の意見陳述も行われます。次回はさらに周りの人に呼びかけて、傍聴席があふれるくらいにしま
しょう。社会が注目しているということを示して、公正な判決を得て勝利しましょう。
また その前の9月9日には、巣鴨駅前で宣伝行動を行います。署名は判決が出るまでに5万筆

を集める目標です。本日提出した分で3万筆となりました。あともう一息、頑張りましょう。
10月7日には「原告を励ますつどい」を立川の会場を借りて開催する予定です。
本日は、はじめて取材に訪れたマスコミの方、複数政党からの参加もあり、支援の輪が広がっ

ている状況です。勝利判決に向けて、引き続き頑張っていきましょう。
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1２：３０～1３：００ 地裁前宣伝行動、署名提出 

1３：３０～ １０３号法廷 口頭弁論傍聴 

閉廷後、報告集会会場へ移動 

１６：００～ 報告集会 （法廷が延びた場合は閉廷４５分後） 

※会場 第２衆議員会館 第１会議室 

街頭≪宣伝・署名≫行動 

［と き］９月９日(土)17時～18時 

［ところ］ＪＲ巣鴨駅 駅頭 
提訴以来８年が経過する新生存権裁判は、全国２９の地裁で、３０訴

訟が争われ、これまでに２１の地裁で判決（2023.5.31現在）が出され、

原告が１１勝１０敗と勝ち越し、原告優位の状況になってきています。 

来年３月末までには後発の東京地裁での判決が出される予定です。 

今年は、勝利判決に向けての正念場！東京でも新生存権裁判での必勝を

めざし、多くのみなさんのご協力をお願致します。 

日時１０月１６日(月) 

原告の方に

は交通費が

でます。 
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     ２０２３年 ８月 吉日

区市町村 国民健康保険担当課 御中

                                東京社会保障推進協議会

                                     事務局長 窪田 光

「国民健康保険」に関するアンケートへのご協力のお願い

日頃より、国民健康保険制度の円滑な運営と充実にむけてご尽力いただき

ありがとうございます。またコロナ禍による困難な中、住民のいのちと暮ら

し、営業を守るために奮闘されていることに敬意を表します。

私たち東京社会保障推進協議会（略：東京社保協）は、都内の地域、市民、

労組などの８２の団体が加盟する組織として、社会保障制度充実のために活

動している協議会です。同様に全国でも８７の団体が活動しています。

今年も、例年お忙しいところ大変お手数をおかけ致しますが、12 回目とな

る都内全自治体へ「国民健康保険アンケート」を実施させていただきます。

何卒ご協力をお願いいたします。

なお、回答につきましては、２０２３年９月２５日までにメール又は郵送・

ＦＡＸで東京社会保障推進協議会宛ご返送ください。

このアンケート結果は、メディア等も含めて公表する事をご了解ください。

不明な点につきましては、担当までお問い合わせください。

【回答送付・問合せ先】

東京社会保障推進協議会（東京社保協）

〒170－0005  東京都豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館 6F

         ☏. 03-5395-3165    担当：窪田、小川

FAX：０３-３９４６-６８２３

  Mail：syahokyo.tokyo@gmail.com

（または「東京社保協ホームページ」の”Mail”よりアクセスください）
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2023(令和 5)年度「国民健康保険」に関するアンケート

区市町村名                                   

担当部課                   記入者氏名           

※ 直接連絡を取る場合の連絡方法をご記入ください。

① 電 話（               内線         ）

② ＦＡＸ（                ）

③ メール（                ）

貴自治体の全世帯数＜2023（令和５）年６月１日現在＞

※ ６月１日現在の統計数がない場合は、直近の統計数をご記入してください。

2023（令和５）年 月   日現在

世帯数        世帯 総人口         人

            うち 75 歳以上          人

１．国民健康保険加入状況＜2023(令和 5)年度の国保料(税)賦課について＞

１）国保料（税） 賦課の本算定日   2023（令和５）年   月    日

２）賦課期日現在の国保加入状況について

① 国民健康保険・加入世帯数 世帯 人数     人

② 所得割が賦課されている世帯数         世帯

③ 所得割が賦課されている世帯の内住民税非課税世帯数           世帯

④ 均等割・平等割のみの世帯数                 世帯

⑤ ７割軽減の世帯数                  世帯

⑥ ５割軽減の世帯数                     世帯

⑦ ２割軽減の世帯数                     世帯

※ ６割、４割軽減の自治体は、⑥７割を６割に、⑦５割を４割と読み替えてください。

⑧ ０歳から１８歳までの国保加入者数            人

※ 賦課期日現在で把握していない場合は、２０２２年度の国保実態調査に基づく被保険者数
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２．国民健康保険料(税)の収納状況等
※ 2022（令和４）年度国保会計決算時の数字をご記入してください

年  度 全被保険者･現年度分(％) 全被保険者・滞納繰越分(％) 合 計（％）

2022(令和４)年度

３．国保特別会計の繰入の内訳をお聞きします。

①国保特別会計の歳入合計と内訳について金額をご記入ください。（単位・千円）

※ 各項目の合計が「歳入合計」と一致するようにご記入ください

  歳入合計                              （千円）

「保険料（税）」                             （千円）

「保険給付費等交付金普通交付金」                    （千円）

「保険給付費等交付金特別交付金」

（都道府県繰入金、特別調整交付金、特定健診等）            （千円）

「一般会計法定繰入」

（職員給与費等、基盤安定制度、出産一時金、財政安定化支援）        （千円）

「決算補填等目的の一般会計法定外繰入」                （千円）

「決算補填等目的以外の一般会計法定外繰入」               （千円）

「保険給付費等交付金以外の都支出金」                  （千円）

「市町村国保財政安定化基金等の基金からの繰入金」            （千円）

「その他」                               （千円）

②基金の残高について（単位・千円）

※ 国保会計に基金が無ければ「なし」、在れば「名称と残高」をご記入下さい

基 金 名 ２０２３（令和５）年６月１日現在の残高
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４．滞納状況など＜資格喪失者を含まない ２０２３（令和５）年６月１日現在＞

１）国保料(税)滞納世帯数              世帯

２）上記滞納世帯数の内１８歳までの子どものいる世帯数      世帯

３）国保の資格証明書、短期保険証交付状況について

※ 交付がない場合は０（ゼロ）と記入し、理由についてもご記入ください

資格証明書交付世帯数      世帯 （理由）               

短期保険証交付世帯数      世帯 （理由）              

① 短期保険証の有効期間   か月と   か月と か月と  か月

② 短期保険証の発行に当たり、窓口での留置きはありますか

・ ない ・ ある（   世帯分、内１８未満の子どもの保険証    人分含む）

□ 留置きされている具体的な理由をご記入ください。

                                    

③ 資格証明書・短期保険証の交付をやめた自治体への質問です。資格証明書・短期保険証

の交付をやめた理由はなんですか？

                                    

４）国保料(税)の滞納対策について

① 財産差し押さえの件数と内訳

延べ件数 預貯金件数 保険件数 不動産件数 動産件数 その他件数

2021(令和3)年4月1日～
2022(令和4)年3月31日

2022(令和4)年4月1日～
2023(令和5)年3月31日

期　　　間

② 差押え合計金額と換価の件数・金額など

件数 金額 件数 金額

滞納処分の執行停止
期　　　間

差押え
合計金額(円)

換価
件数

換価金額(円)

2021(令和3)年4月1日～
2022(令和4)年3月31日

2022(令和4)年4月1日～
2023(令和5)年3月31日

不納欠損処分
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③ 財産調査<2022(令和４)年度>の実施について

・ していない  ・ 実施した（件数     件）

④ 預貯金口座の差押にあたり、その口座が「給与・年金・公金受取」の口座になっている

のか、事前確認調査を実施していますか？

・ している ・ していない

⑤ 時効等で不納欠損処理された金額は次年度国保料（税）に上乗せされることがあります

か？

・ ある   ・ ない

⑥ 国保料（税）の収納対策の専門部署はありますか

・ ない ・ ある（部署名                 ）

５．直近の国保料(税)の決定について

① 国保料（税）決定通知書の発送日     月    日

② 決定通知発送日から現在までの国保加入者からの問合せ

来庁者   人、 電話問合せ   件、 メール   件、 その他   件

③ 問合せ内容（具体的にご記入ください）

                                        

                                        

６．減免制度について
① 子どもの国保料（税）（医療分・後期支援分の均等割額）の貴自治体独自の減免制度につ

いて

     ・ ある    ・ ない

対象世帯  子どもの人数    人以上  子どもの年齢    歳まで

減免世帯数         世帯

対象となる条件（例：世帯所得など）                      
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② 国保法 44 条に基づく一部負担金の減免の制度について

※ 都の医療費公費負担事業（マル乳、マル子など）、都の難病患者支援制度は含みません。

・ ある （・条例 ・条例以外の場合は具体的に     ）

・ ない

・ 2022（令和４）年度中に減免申請した延べ世帯数 （     世帯）

・ 2022（令和４）年度中に申請により減免された延べ世帯数 （      世帯）

③ 国保法 77 条に基づく国保料（税）の減免の制度について

申請件数

減免件数

減免金額

東日本
大震災

旧被扶養
者減免

収監減免理由 災害 疾病
収入(所得)

減少
失業 生活困窮

※　件数がゼロでも、該当する項目がある場合には、○印を記してください。

④ 貴自治体で、国の制度に上乗せした自治体独自の軽減制度はありますか
「法定２割軽減摘要世帯のうち、申請により３割軽減を行う」（大阪市）、「就学援助等を受けた場合に保

険料の減免」（静岡市、春日井市）、「市民税が非課税世帯は所得割額を賦課しない」（横須賀市）、「元々

所得が少ない世帯で保険税を負担すると生活保護基準以下になる場合に減免」（山形市）など独自に国

保料（税）の減免制度を実施している自治体があります。

・ ある ・ ない

ある場合は具体的な制度内容のご記入をお願いします

                                       

・2022（令和４）年度に減免の申請した延べ世帯数 （       世帯）

・2022（令和４）年度に申請により減免された延べ世帯数 （      世帯）

⑤ 新型コロナウイルス感染症による国保料(税)減免と傷病手当について

※ 実施していない場合は「なし」とご記入ください

年度 減免件数 減免決定額(円) 傷病手当件数 支給決定額(円)

2021(令和 3)年度分

2022(令和 4)年度分
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７．国保の健康診査について

① 健康診査の自己負担はありますか ・ ない ・ ある（負担額   円）

② 昨年度の健康診査の受診率について 2022（令和４）年度実績     ％

④ 人間ドックへの助成制度 ・ ない ・ ある（補助限度額 円）

８．マイナンバー法の改定により従来の保険証が廃止となることに

ついてお尋ねします。
① 短期被保険者証が廃止されることになります。今後、保険料(税)滞納者に、自治体とし

てはどのような対応を検討されていますか？

                                        

                                     

② 紙の資格証明書が廃止されます。自治体として、特別療養給付の通知はどの時点で出さ

れる予定ですか？ また、保険医療機関等との関係調整はどのようにする予定ですか？

                                        

                                     

③ マイナンバーカードに紐づけられた「公金受取口座」は、差押えの対象口座になります

か？

・ 対象になる ・ 対象にならない

ご協力ありがとうございました。
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＜東京社保協として提出＞

健康保険証の廃止中止を求めることに関する請願

＜紹介議員＞

＜請願事項＞

１、東京都は現国民健康保険証の交付を継続してください。

２、健康保険証の廃止を中止するよう、都議会として国に意見書を提出してください。

＜請願主旨＞

第 211回国会における改正マイナンバー法の成立により、現健康保険証が 2024年秋に廃止され

ることになりました。これにより、任意であるマイナンバーカードの取得が事実上義務化される

ことにもなりました。マイナンバーカードを取得していない者は、申請による資格確認書が交付

され、現行の短期証や資格証明書も廃止されることになりました。健康保険証は従来の保険者の

発行義務から被保険者の申請により交付されることとなり、なんらかの理由で申請できない者に

とって受療権が大きく棄損されるばかりか、日本の皆保険制度そのものも危うくなりかねない懸

念があります。

また、保険証とマイナンバーカードの一体化により、医療機関にはオンライン資格確認が義務

化され、対応できなければ、閉院・廃業を迫られる事態となっています。そうなれば、高齢にな

っても奮闘されている近所のかかりつけ開業医がなくなりかねず、もっとも生活に身近な地域医

療の提供体制が後退することにもなります。

この様に、現行健康保険証の廃止は、医療提供も受療の機会も後退させる結果を招く結果をも

たらすことになります。

また、保険証とマイナンバーカードの一体化により、他人情報の誤登録、保険証の変更や一部

負担割合が更新されていない、資格確認機器や回線のトラブルなどが多発し、医療現場では、命

や健康にもかかわる多大な負担と混乱が続いており、厚労省は、トラブルに備えて、従来保険証

の携行も勧める始末で、一体化にむけて杜撰な計画が露呈しています。

さらに、高齢者介護施設においても、自らの管理が不安なことから、ほとんどの入所者の保険

証を施設側で預かり厳重に管理している現状に照らしても、マイナンバーカード保険証の管理や

その更新手続きはとても出来ないとの懸念が示されています。現健康保険証の廃止は、混乱を招

き、人手不足の医療や介護現場にはさらなる負担を負わせることにしかなりません。

さらに医療や介護給付削減が続けられる中で、現保険証とほぼ同じ機能の資格確認書交付で毎

年 241 億円超の費用が生じることはとても許容できません。河野デジタル相は「自分の情報が正

しいかマイナポータルで確認して欲しい」と、さらなる個人情報漏洩に対して全く危機感も持っ

ていない議会答弁をしています。個人情報に対する認識がこの程度の政府に、とても機微情報の

扱いを委ねる訳にはいきません。直ちに運用をストップして情報総点検をすべきなのです。

上記の様々な問題点や懸念からしても、東京都は現国民健康保険証の交付を存続させてくださ

い。また、国に対して健康保険証の廃止を中止するよう、都議会として意見書を提出してくださ

い。
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＜人権としての医療介護東京実行委員会として提出＞

現行の健康保険証の存続を求めることに関する請願

＜紹介議員＞

＜請願事項＞

１、現行の国民健康保険証を存続してください。

２、現行の健康保険証を存続させるよう、都議会として国に意見書をあげてください。

＜請願主旨＞

政府は、都民が現在使用している健康保険証を廃止してマイナンバーカードと一体化し

た健康保険証か、資格確認書によって医療保険の資格を確認することとしています。しかし、

このどちらも取得するには、自ら申請し、交付を受けなければなりません。これにより、申

請が困難な者や失念した者は、保険料を納めていても、自らの保険資格を証明する手段がな

いことになります。これでは医療を受ける権利が著しく損なわれたも同然の状況が生じる

こととなり、さらには国民皆保険制度をも崩れていくことが懸念されます。

そもそもマイナンバーカードと健康保険証を一体化することに道理がありません。マイ

ナンバーカードは、例えばクレジットカードのように自ら個人情報を保護する上でも暗証

番号や生体認証を理解し、活用判断が可能な者が所持することを前提としたカードです。一

方、保険証は、本人認識や活用判断如何に拘わらず受療できる資格を示すだけのカードで、

同一のカードにそれぞれ性質や機能が違ったものを一体化することに無理があります。

現行の保険証の制度は、長年かけて課題を乗り越えながら改善運用され、医療提供側にも

受療側にも大きなトラブルはありませんでした。それをマイナンバー保険証のみにしてい

かなければならない理由の説明は何一つされていません。現行の国民健康保険証を廃止し

て、マイナンバーカードと一体化した、マイナンバー保険証のみとするならば、少なくとも

その運営主体でもある東京都は、長年安定した実績を持つ運用制度を変えてまで国民健康

保険証を廃止する道理ある説明を都民にする必要があります。その点は当然に国において

も同じですが、これまでにマイナンバー保険証のみにしなければならない理由は、説明され

ていません。

都民の受療する権利を少しも後退させないために、東京都は現行の国民健康保険証を存

続し、今まで通り被保険者に交付してください。また、現行の健康保険証を存続させるよう、

都議会として国の関係機関に意見書を提出してください。
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.

都民のみなさん、公的医療

保険の中で、都と区市町村が

運営する国民健康保険だけが

表のように、家族が増えれば

５万円以上ふたんがふえる仕

組みで高すぎる国保料（税）

となっているのです。

政府はしきりと「子育て支援」を訴え、子どもの国保料（税）軽減を認めていますが、本

当に子育て支援を強めるのであれば子どもの保険料や病院窓口での負担軽減を実施すべきで

す。都も子育て世代の負担を軽減し、安心して子育てができる環境を都は整備すべきです。多

くの都民のみなさんの署名で国保料の引き下げを実現させましょう。

高
す
ぎ
ま
す

世
帯
所
得
の
２
割
近
い
国
保
料

税

国
民
健
康
保
険
は

赤
ち

ん
も
無
収
入
の
高
齢
者

無
職
の
配

偶
者
に
も
応
益
分
と
し
て

す
べ
て
の
加
入
者
に
保
険
料
に
か
け
て

い
ま
す

こ
こ
に
高
す
ぎ
る
国
保
料

税

の
根
本
原
因
が
あ
り
ま

す

一
方

被
用
者
保
険

社
会
保
険

は

本
人
の
収
入
に
応
じ

て
保
険
料
を
決
め
る
の
で

家
族
の
人
数
に
よ

て
保
険
料
が
増
え

る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん

子どもが１人 子どもが２人 子どもが３人

協会けんぽ ０円 ０円 ０円

健保組合 ０円 ０円 ０円

共済組合 ０円 ０円 ０円

２３区の場合※2 5万2800円 10万5600円 15万8400円

市町村平均※３ 3万5766円 7万1532円 10万7298円

※1：子どもの保険料は医療分と後期高齢者支援分の均等割の合計額です。

※２：千代田区、中野区、江戸川区を除く２０区の金額です。

医療保険の種類

被用者
保　険

国民健康
保　　険

２０２０年度子どもの年間保険料※1

※３：市町村は、自治体ごとに異なるので平均額です。お住いの自治体の金
額は各自治体にお問い合わせするか、東京社保協事務所までご連絡ください。

チラシ部分はイメージ
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東京都議会議長 殿                                      ２０２３年  月  日

【請願趣旨】

新型コロナウイルス拡大と諸物価の高騰による影響が健康、くらし、生活を大きく脅かしています。こうし

たもとで高すぎる国民健康保険料（税）が従前にも増して都民を苦しめ、滞納へのペナルティによって保険

証を取り上げられた世帯をはじめ、保険証があっても窓口負担が払えず受診をためらい重症化し、さらに

は死亡するなどの悲惨な事態が起こっています。

市区町村国保の加入者の多くは、年金生活者、非正規雇用の労働者、離退職等による無職者など所

得が低く、東京都の法定減免世帯の割合は４５.７％（2021 年度）に達しています。また、国保組合加入者

は市区町村国保よりも重い負担をしながら自分達の国保を運営しています。そして医療保険の中でも、市

区町村国保・国保組合ともに、被保険者の所得水準が低いにもかかわらず、国保料(税)には家族の数に

応じて負担が増える「均等割」（国保組合は「家族保険料」）があるために、１世帯当たりの保険料（税）は、

協会けんぽの約２倍となり、子育て世帯ではさらに負担が重くなっています。

高すぎる国保料（税）を引き下げることは、都民のいのちと暮らし、健康をまもり、国民皆保険制度の安定

のためにも必要な措置です。そのためにも国とともに東京都が率先して必要な財源を確保すべきです。

高すぎる保険料(税)を引き下げるために、以下のことを請願します。

【請願事項】

１．国保料(税)を協会けんぽ並みに引き下げてください。そのためにも、国保への公費投入の増額を国

に求めてください。都としても国保料(税)を引き下げるためにさらなる軽減策を講じてください。

２．国保料(税)を引き下げるため、均等割の軽減を国に求めてください。とりわけ未就学児の均等割５割

軽減が実現しました。引き続き、均等割軽減の対象年齢と割合の拡大を国に求めてください。また、東

京都としても、均等割軽減の拡充策を講じてください。

３．４年にもおよぶコロナ禍と急激な物価高騰の中で、高すぎる国保料(税)は、従来にもまして国保加入

者の生活を困難にしています。東京都は高すぎる国保料(税)の引き下げのために、法定外繰り入れの

解消強要ではなく、都内自治体の国保財政を支援してください。

４．新型コロナウイルス感染症対策として行われてきた国保での「傷病手当金支給制度」を恒常的な制度

とすること。また「出産手当金支給制度」の創設を国に求めるとともに、東京都としても実施してください。

５．国保組合の育成、強化について、引き続き、支援をしてください。

  お 名 前           ご    住    所

※この署名は、憲法 16 条で保障された請願権に基づいて行うもので、この請願の目的以外には使用しません。
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2021 （平成3） 年度

東京都

合計

4．保険料（税）（医療給付費分）賦課徴収状況（一般保険者分）

均一賦課 不均一賦課

62 0

料 税 ４方式 ３方式 ２方式 その他 回

25 37 5 2 55 0 -

保険料(税）算定
額

保険料(税)軽減
額

災害などによる
減免額

その他減免額
賦課限度額を超

える額
符合　増 符合　減 増減額

保険料(税)調定
額

301,953,201 24,963,137 3,118,904 521,482 52,426,985 11 51 3,772,088 218,786,365 千円

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

199,971,706 17,288 101,881,338 82,869 ％ ％ 円 円 千円

5.95 39.24 30,726 15,731

所得割 資産割

47,992,909 11,634 2,025,315 924,796 28,341 13,231 46,680 2,831,252 628 千円

その他

0

その他

0

法定減免世帯率 45.7%

保険料、保険税
の別

国民健康保険事業状況報告書（事業年報）B表（2）

都 道 府 県 名

保 険 者 名

都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号

均一・不均一賦
課の別

0

固定資産税のうち土地家屋に係
る部分の額

5

保険料（税）賦
課方式

保険料(税)徴収
回数

災害などによる
減免世帯数

その他の減免世
帯数

賦課限度額を超
える世帯数

課税対象被保険
者数

固定資産税額等

所得割の算定基
礎

資産割の算定基
礎

保険料(税)算定額内訳 料(税)率

賦課限度額

課税総所得金額(基礎控除)

62

課税総所得金額(各種控除)

0

市町村民税の所得割額

0

市町村民税額等

0

課税対象額 課税対象者世帯
数

保険料(税)軽減
世帯数
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　2021年度国民健康保険　法定減免世帯率

国民健康保険事業年報より
% %

順位 自治体名 法定減免世帯率 順位 自治体名 法定減免世帯率
1 奥多摩町 55.94 32 町田市 47.12
2 檜原村 55.63 33 狛江市 45.46
3 八丈町 52.54 34 中野区 45.41
4 青梅市 50.68 35 西東京市 45.39
5 武蔵村山市 50.28 36 台東区 45.18
6 荒川区 50.15 37 府中市 45.15
7 福生市 49.95 38 練馬区 45.06
8 昭島市 49.76 39 調布市 45.05
9 清瀬市 49.73 40 品川区 44.48
10 立川市 49.21 41 東村山市 44.40
11 羽村市 49.20 42 国分寺市 44.26
12 東久留米市 49.20 43 国立市 44.14
13 江東区 49.14 44 文京区 43.87
14 足立区 49.04 45 稲城市 43.87
15 北区 48.95 46 新宿区 43.59
16 大島町 48.95 47 大田区 43.37
17 墨田区 48.80 48 小金井市 43.14
18 新島村 48.75 49 三鷹市 42.77
19 八王子市 48.67 50 中央区 42.15
20 葛飾区 48.58 51 利島村 42.11
21 江戸川区 48.57 52 港区 41.64
22 板橋区 48.46 53 武蔵野市 41.36
23 日野市 48.36 54 目黒区 40.74
24 三宅村 48.37 55 杉並区 40.33
25 日の出町 48.24 56 小笠原村 39.82
26 瑞穂町 48.23 57 渋谷区 39.53
27 東大和市 48.21 58 世田谷区 39.46
28 あきる野市 48.07 59 神津島村 39.21
29 小平市 47.73 60 千代田区 37.52
30 多摩市 47.71 61 青ヶ島村 25.81
31 豊島区 47.67 62 御蔵島村 23.08
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①　都道府県別１人当たり保険料(税)調定額(上位・下位)

順位 順位

円 円

1 東 京 都 105,050 1 沖 縄 県 66,658  

2 佐 賀 県 102,998 2 福 島 県 71,850  

3 神 奈 川 県 96,830  3 鹿 児 島 県 75,465  

4 福 井 県 96,478  4 京 都 府 76,531  

5 静 岡 県 95,358  5 岩 手 県 78,367  

6 山 梨 県 94,199  6 宮 城 県 78,864  

7 岐 阜 県 93,163  7 大 分 県 79,955  

8 香 川 県 92,937  8 愛 媛 県 80,103  

9 石 川 県 92,706  9 鳥 取 県 80,201  

10 愛 知 県 92,123  10 秋 田 県 80,391  

②　保険者別１人当たり保険料(税)調定額(上位・下位)

順位 順位

円 円

( 秋 田 県 ) ( 高 知 県 )

( 東 京 都 ) ( 長 野 県 )

( 北 海 道 ) ( 沖 縄 県 )

( 北 海 道 ) ( 沖 縄 県 )

( 青 森 県 ) ( 沖 縄 県 )

( 北 海 道 ) ( 鹿 児 島 県 )

( 北 海 道 ) ( 鹿 児 島 県 )

( 北 海 道 ) ( 沖 縄 県 )

( 北 海 道 ) ( 沖 縄 県 )

( 北 海 道 ) ( 鹿 児 島 県 )

(注1) 全国平均は 89,266 円 である。
(注2) 保険料（税）調定額には介護納付金分を含んでいない。
(注3) 被保険者数は３月～２月の年度平均を用いて計算している。
(注4) 東日本大震災に係る旧避難指示区域等などを除いており、
　　　結果として上記の表から除かれた保険者は以下の通りとなっている。

37,213

表24 都道府県別、保険者別１人当たり保険料(税)調定額(上位・下位)（市町村）

上位10都道府県 下位10都道府県

上位10保険者 下位10保険者

1
大 潟 村

205,320 1
大 川 村

43,381

2
千 代 田 区

155,457 2
大 鹿 村

42,388

3
小 清 水 町

147,643 3
伊 平 屋 村

45,260

4
猿 払 村

146,662 4
座 間 味 村

44,422

5
平 内 町

144,530 5
東 村

45,705

6
標 津 町

144,315 6
伊 仙 町

45,299

7
別 海 町

143,808 7
天 城 町

46,701

8
天 塩 町

143,495 8
渡 嘉 敷 村

45,749

9
北 竜 町

141,896 9
粟 国 村

双葉町(福島県) 0円, 大熊町(福島県) 496円, 浪江町(福島県) 6,092円,
葛尾村(福島県) 8,296円, 富岡町(福島県) 8,349円, 広野町(福島県)
9,300円, 飯舘村(福島県) 11,872円, 楢葉町(福島県) 12,133円, 川内村
(福島県) 12,395円, 南相馬市(福島県) 18,172円

10
清 里 町

141,673 10
徳 之 島 町

48,900
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①　都道府県別１人当たり医療費(上位・下位)

順位 順位

円 円

1 島 根 県 488,549 1 茨 城 県 344,117

2 山 口 県 487,054 2 沖 縄 県 350,320

3 佐 賀 県 483,561 3 東 京 都 353,908

4 鹿 児 島 県 477,783 4 埼 玉 県 359,100

5 大 分 県 473,793 5 愛 知 県 362,950

6 香 川 県 472,248 6 千 葉 県 364,332

7 長 崎 県 457,611 7 群 馬 県 371,915

8 高 知 県 454,207 8 栃 木 県 373,066

9 徳 島 県 447,697 9 青 森 県 377,763

10 熊 本 県 445,050 10 神 奈 川 県 377,905

②　保険者別１人当たり医療費(上位・下位)

順位 順位

円 円

( 和 歌 山 県 ) ( 沖 縄 県 )

( 熊 本 県 ) ( 鹿 児 島 県 )

( 北 海 道 ) ( 福 島 県 )

( 高 知 県 ) ( 東 京 都 )

( 島 根 県 ) ( 北 海 道 )

( 鹿 児 島 県 ) ( 長 野 県 )

( 香 川 県 ) ( 沖 縄 県 )

( 群 馬 県 ) ( 沖 縄 県 )

( 熊 本 県 ) ( 長 野 県 )

( 島 根 県 ) ( 山 梨 県 )

(注1) 全国平均は 394,729 円 である。
(注2) ３月～２月診療ベースである。 

表17　都道府県別、保険者別１人当たり医療費(上位・下位)
（市町村）

上位10都道府県 下位10都道府県

上位10保険者 下位10保険者

201,540

1
北 山 村

682,776 1
北 大 東 村

183,947

2
芦 北 町

668,980 2
三 島 村

214,910

3
赤 平 市

628,746 3
檜 枝 岐 村

214,241

4
大 豊 町

623,608 4
小 笠 原 村

235,157

5
江 津 市

622,172 5
占 冠 村

231,276

6
いちき串木野市

612,324 6
南 牧 村

241,717

7
直 島 町

608,187 7
竹 富 町

239,132

8
上 野 村

599,135 8
多 良 間 村

267,903

9
水 俣 市

594,572 9
川 上 村

262,412

10
川 本 町

594,225 10
早 川 町
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２０２３年７月

各団体御中

多摩地域の保健所増設を求める会

多摩地域の保健所増設を都知事に求める要請への賛同のお願い

コロナ感染は、三多摩の保健所体制が２３区と比べても極めて脆弱だということを明ら

かにしました。ＰＦＡＳの問題も公衆衛生を守る体制のたいせつさを明らかにしました。

私たちは、小池都知事に、保健所増設の要請を共同して提出して、世論と運動を広げる

きっかけにしたいと考え運動を立ち上げました。下の資料を添付します。

（１）都知事への要請書

（２）保健所の役割

（３）三多摩の保健所の管轄と人口の資料

（４）運動への参加の回答用紙

１ ぜひ運動にご参加下さい。

２ ご賛同いただける団体は、（１）の要請書に団体名・代表者名を記入して、事務局に

ＦＡＸでご送付下さい。

３ 運動への参加の回答用紙に記入して、事務局にＦＡＸ（050-3728-4364）でご送付

いただくか、下のフォームから賛同の回答をお寄せ下さい。

フォーム：https://x.gd/sandou   QR コード  →

４ ９月に東京都への共同要請行動を設定します。日時･詳細は、

  登録いただいた連絡先に連絡します。ぜひご参加下さい。東京都への共同要請行動は、

今後もくり返し実施します。

５ 地域の運動を交流する場を設定します。日時･詳細は登録いただいた連絡先にお知ら

せします。

＊ この書類セットは、https://x.gd/hokenjo からダウンロードできます。

                          QR コード  →

多摩地域の保健所増設を求める会

呼びかけ人

窪田 之喜（三多摩健康友の会 会長）

杉井 静子（ひめしゃら法律事務所 所長）

中山 和人（コロナ対策三鷹市民連絡会 事務局長）

連絡先：北多摩西教育会館気付

    メール：nakayamakazuhito@yahoo.co.jp

    ＦＡＸ：050－3728－4364

    連絡は、メールまたはＦＡＸで
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東京都知事 小池 百合子 様

多摩地域で削減されてきた保健所の復活・増設を求める要請

多摩地域の都民は、コロナ禍の中で身近な地域に保健所がないために様々な困

難に直面してきました。「保健所に連絡するように言われたが何度連絡してもつ

ながらない」（市民）・「罹患者の把握ができず、自宅療養をしいられた市民に対

し、命と生活を守る適切な支援が十分におこなえませんでした」（行政関係者）

など切実な声が数多く寄せられています。

こうした実態は、都多摩府中保健所が 6 市の 100 万人もの人口を管轄している

など、多摩地域の保健所が統廃合されて、広域化されたことに大きな原因があり

ます。

感染症の危機は今後も様々な形で予想されると専門家が指摘しています。その

時に、感染症対策の拠り所となる保健所体制の強化が必要です。

また、保健所は、感染症対策だけではなく、地域の公衆衛生をはじめとする健

康課題全般を支える機関です。今回のコロナ禍の経験から保健所の機能強化・適

切な規模で保健所を増設することは、都民の切実な願いです。

わたしたちは、都民の命と健康を守るために、次のことを要請します。

１ 多摩地域の保健所管轄区域を見直して、住民や自治体と結びついた保健所

をふやしてください。

2023 年  月   日

団 体 名

代表者名
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                 ２０２３年   月   日

賛同の報告と、これからの取り組みのための連絡先の報告

  （多摩地域の保健所増設を求める会 への報告用紙です。）

多摩地域の保健所増設を都知事に求める要請書に賛同します
団体名

代表者

【連絡先】

住所

アドレス

保健所増設に関する情報・賛同の広がりの様子・学習打ち合わせ会の案内な
どを送るので、連絡先（住所・アドレス）をお知らせ願います。

なお、フォームからご回答いただくこともできます。フォームへのアクセスは、下記のＵ
ＲＬまたは、ＱＲコードからお願いします。
https://x.gd/sandou

連絡先：北多摩西教育会館気付
メール：nakayamakazuhito@yahoo.co.jp
ＦＡＸ：050－3728－4364

問い合わせは、メールまたはＦＡＸでお願いします。
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◆コロナ禍の体験から「身近な地域

に保健所をふやしてほしい」は、切

実な願いです。 

 この願いに対して、小池都政は、検討委

員会で、「人口 100万人に 1か所の多摩府

中保健所は良好に機能した」、そして「集

約化することの利点だった」という資料を

配布しています。 

 保健所増設と真逆の「検討結果」をまと

めようとしているというこの衝撃的な事実

が、7月 26日のわたしたちの会の集いで報

告されました。 

  

 東京都の「感染症対応を踏まえた都保健

所のあり方検討会」（６月２８日）で配ら

れた資料では、主な意見として 

（論点１ 効果的な業務運営体制の構築につ

いて） 

「人口１００万を所管する多摩府中保健所

が結果として良好に機能したということ

は、保健所機能を集約化することの利点だ

った」と書かれています。 

 さらに、今後の「検討の方向性に関する

ご意見」の中には、 

「人口１００万を所管する多摩府中保健所

が結果として良好に機能したということ

は、保健所機能を集約化することの利点だ

ったかもしれず、それを証明したというこ

とにもなるのではないか。これが例えば小

規模で地域事情の異なる保健所ごとが動く

ような形だと、人的にも機能的にもより逼

迫したのではないか」 

とまで書かれています。 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp

/kenkou/kenkou/hc_review/hc_review_cf4.

files/230628hokenjo-2.pdf  

 ◆多摩地域の保健所増設を求める都

民の声を目に見える形で社会的にア

ピールしましょう。 

小池都知事に保健所増設の要請を共同して

提出して、世論と運動を広げるために、添

付した要請セットをご覧いただき、 

・「都知事への要請書」 

・「賛同の報告と、これからの取り組みの

ための連絡先の報告」 

をお寄せいただくようお願いします。 

すでに提出しただいた団体は、このメール

ニュースと添付セットを拡散して賛同団体

を広げてください。 

 

要請書等のセット 

 https://x.gd/hokenjo  

 

  

賛同報告フォーム 

 https://x.gd/sandou 

 

 

 

 

 

 

 

多摩地域の保健所増設を求める会 
メールニュース 1号 

２０２３年８月１９日 

多摩地域の保健所増設を求める会 
 呼びかけ人 

 窪田 之喜（三多摩健康友の会 会長） 

 杉井 静子（ひめしゃら法律事務所 所長） 

 中山 和人（コロナ対策三鷹市民連絡会 事務局長） 

    連絡先：北多摩西教育会館気付 

     メール：nakayamakazuhito@yahoo.co.jp 

     ＦＡＸ：050－3728－4364 

     連絡は、メールまたはＦＡＸで 
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衆議院議長 殿
参議院議長 殿
介護保険制度の改善､介護従事者の処遇改善を求める請願署名

介護する人・受ける人がともに大切にされる介護保険制度へ

介護保険制度は施行23 年が経過しました。しかし、必要なサービスを利用できない実態が広がっており、
家族介護を理由とした介護離職も高止まりです。介護事業所では、深刻な人手不足と、低い介護報酬のもと
での経営難が続いており、コロナ禍と物価高騰はこうした事態をいっそう加速させています。

政府が当初提案したケアプランの有料化、要介護１、２のサービスの保険給付外し（総合事業への移行）
などの抜本改悪案は、反対世論の広がりの中で先送りさせることができました。しかし政府は、利用料２割
負担の対象拡大、一定の所得以上の高齢者への保険料引き上げについて引き続き検討し、2023 年末までに
結論を出すとしています。利用者・事業者双方に新たな負担を押しつけるものであり、断じて認めることは
できません。

介護従事者の処遇改善は待ったなしの課題です。昨年から新たな処遇改善が開始されていますが、全産業
平均給与との差を埋めるには程遠い水準です。

行き届いた介護を実現するためには、社会保障費を大幅に増やし、介護保険制度の抜本改善、介護従事者
の大幅な処遇改善と増員を図ることが何よりも必要です。制度の改悪をやめ、憲法 25 条に基づいた「介護
の社会化」の実現に向けて、以下請願します。

【請願項目】
1. 社会保障費を大幅に増やし、必要なときに必要な介護が保障されるよう、介護保険料、利用料、居住

費・食費の負担軽減、サービスの拡充など、介護保険制度の抜本的な見直しを行うこと
2. 利用料 2 割負担の対象者の拡大、要介護１、２の保険給付はずし（総合事業への移行）など、介護保

険の利用に新たな困難をもたらす見直しを実施しないこと
3. 介護報酬を大幅に引き上げること。その際はサービスの利用に支障が生じないよう、利用料負担の軽

減などの対策を講じること
4. 全額公費により、すべての介護従事者の給与を全産業平均まで早急に引き上げること。介護従事者を

大幅に増やし、1 人夜勤の解消、人員配置基準の引き上げを行うこと

（※氏名・住所は、名字など同じ場合でも略式「〃」ではなく、フルネームでお書き下さい）
氏  名 住   所

     都道

    府県

     都道

     府県

     都道

     府県

     都道

     府県

     都道

     府県

※この署名は、国会、関係省庁に提出する以外に使用しません  
（取扱団体）

中央社会保障推進協議会（中央社保協）   全国労働組合総連合（全労連）  全日本民主医療機関連合会（全日本民医連）

団体住所・連絡（提出）先
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https://x.gd/wjE3H
https://x.gd/7Lle3
https://shahokyo.jp/20231009-2/
https://shahokyo.jp/20231009-2/


介護・認知症なんでも無料電話相談には、介護の専門家が対応します。プライバシーは厳守します。

2023 年 11 月 11 日(土) 10 時～18 時

東京社保協
〒170-0005 東京都豊島区南大塚 2-33-10 6 階

TEL：03-5395-3165 FAX：03-3946-6823
E-mail：syahokyo.tokyo＠gmail.com
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中央社会保障推進協議会 第６７回全国総会 

「『健康保険証の廃止』撤回を求める意見書」を 
全国の自治体で採択させよう！！ 

 

 政府は、現行の健康保険証を２０２４年秋に廃止し、マイナンバーカードに
一体化させるマイナンバー法等改定案を成立させました。 
 現行の健康保険証には保険者の「発行・交付義務」がありますが、現行の健
康保険証が廃止されれば自己責任に基づく「申請主義」へとなってしまいます。 

さらにマイナンバーカードの取得は任意としているにもかかわらず、国⺠皆
保険制度の下ですべての国⺠が保有し⽣活に⽋かせない健康保険証を廃止し
てマイナンバーカードに統合することは、マイナンバーカード取得の事実上の
強制であり、強権的なやり方です。 
 他人の医療情報が紐づけされていた事例が、２０２２年１１月までの１４か
月で７３１２件あったことも重大であり、別人の情報に基づいて医療行為や薬
剤の投与が行われれば、⽣死にかかわる問題にもつながりかねません。 
 保険証が廃止されれば、マイナンバーカードを持たない・持てない人は公的
医療保険から遠ざかれる事態となります。実際に、「車いすのヘッドレストが
写っていたから却下された」「病気のため、⿊目がない方に対して⿊目がない
ので取り直し」「認知症の人は申請できないといわれた」などマイナンバーカ
ードの申請が却下された事例なども報告されています。 
 紐づけにより、医療・社会保障費の更なる抑制・削減や、国⺠の医療・健康
情報が企業のもうけに利用される危険性もあります。 
 直ちに「健康保険証の廃止」を撤回するとともに、すべての国⺠の個人情報
を尊重擁護していくことを求めます。 
 

２０２３年７月５日 中央社会保障推進協議会 第６７回全国総会 
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危険すぎる… 酷く ない !?

情情情情の危危ははははは、医医医医での

シシシシ障障は起ここ得まま。カカカカ紛

失ししこ、病病病病で資資資資がでががが、

医医医カ全全全全さささし例はもこまま。

カカカの申申しし管管しし利利ます― 慣さししまれ

ば皆でがす？？いいれ、障障障や高高障はははでしはは？？

申申でがでい人しはがいすのでま。その方しはは制制

かか排排ささ、無無危無無がでこかにまさは。

健健無危健健健カ中健・撤撤ますこすは国の

責責ででがすこす。新新新新は新社で一一

しし「無危健健健は反反」でま。

来来来が実実ささでい声カもをましはは。

健健無危健でなさでいで!!

今かかでは健めかさす

トトトト続が

72 %JNN 世論調査
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無危健の健健は、私しはのいのはす
健健がかかわす問題

健健無危健がマイナンバカカカ

カが結びびびかさ、責任でもす

はがのカカカの取得が強制が。

もはまこじあでいか！？

健健無危健の健健カ中健、撤撤

ささましはは！

無無危障カ作こ出ま

署名がご協力なださい!
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衆議院議長 殿

参議院議長 殿

現現の健健無危健カ

残ししなださい

　 政府は2 0 2 3 年６ 月に、現行の健康保険証を 2 0 2 4 年秋に廃止し 、マイ ナン バーカ ード に一本化する 法案を 可決

成立さ せまし た。

　 し かし 、誤登録や情報漏えい、「 資格無効」と 表示さ れる等、マイ ナンバーカ ード での受診によるト ラ ブルが続出し 、

多く の患者・ 国民が不安を 抱えています。

　 ま た、健康保険証が廃止さ れれば、マイ ナン バーカ ード を 持たない人は公的保険診療から 遠ざ けら れる 結果と

なり かねず、国民皆保険制度の下で守ら れている国民のいのち と 健康が脅かさ れます。

　 国民も 、患者も 、医療機関も 望んでいないマイ ナン バーカ ード と の一本化はただち にやめて、現行の健康保険証

を 残し てく ださ い。

一、現現の健健無危健カ残ししな ださい

取こ扱い団団：全全全全全医医医医全全全

※こ の署名は、憲法1 6 条で保障さ れた請願権にも と づいて行う も ので、国会請願以外の目的では使用し ません。

※鉛筆や「 文字が消せるボールペン」でのご記入はご遠慮く ださ い。

※氏名・ 住所の欄に「 同上」「 〃」は不可、住所は番地までご記入願います。

年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

中中新無協・医団全（無団全・全医全・医医医医医協全・新医協・医医全）

申請署名

申請請請

氏　 　 名 住　 　 所

都 道

府 県

都 道

府 県

都 道

府 県

都 道

府 県

都 道

府 県

申請請請

私の

ひすこす
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2023 年 8 月 7 日 
各加盟団体 様 
各都道府県実行委員会 様 

 

ＰＦＡＳ汚染問題の運動交流と政府要請への参加呼びかけ 
                                          安保破棄中央実行委員会事務局長 東森英男 

 
発がん性や免疫抑制など健康への影響が指摘され環境中で分解されないことから「永遠の化学物質」

とも呼ばれる有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）の汚染が広がっており、住民の健康に深刻な影響を及ぼし
ています。ＰＦＡＳは健康に影響を与えることから、ＰＦＯＳ、ＰＦＯA を含む泡消火剤などは「残留
性有機汚染物質に関するストックホルム条約」で 2009 年から製造・保有・使用が禁止されています。 

ＰＦＡＳ汚染をめぐっては、早くから沖縄の米軍嘉手納基地からの漏出による飲料水の汚染が大きな
問題となっていますが、米軍横田基地が発生源として疑われる東京・多摩地域、神奈川県の米軍横須賀
基地、厚木基地、キャンプ座間周辺でも問題になっています。また、各地の自衛隊基地からの汚染も問
題になっています。 

各地では、住民の健康を守ることを最優先に、その汚染源の特定を一刻も早く行ない、対策を講じさ
せるための取り組みが行なわれています。 

こうした各地の運動の交流と政府への要請を下記により行ないますので、みなさんの参加をお願いし
ます。 

 
1.日 程  2023 年 9 月 6 日(水)  
      午後１時 30 分〜2 時 50 分  各地の運動交流 
      午後 3 時〜4 時       政府(外務省、防衛省)要請・交渉 
 
2.会 場  参議院議員会館 B107 会議室  

※午後 1 時から参議院議員会館玄関で通行証をお渡しします。 
 
3.お願い  首都圏等近隣の方は会場参加をお願いします。 
      (参加予定の方は 9 月 5 日までに安保破棄中央実行委員会にご連絡をお願いします)  
      遠隔地等で会場参加が困難な場合、オンライン参加をお願いします。 
      (オンライン参加を希望される方は事前の申し込みをお願いします) 
      ※政府に提出した要請書を添付しますので、発言の用意をお願いします。 

以上  
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2023 年 9 月 6 日 
外務大臣 林芳正 様 
防衛大臣 浜田靖一 様 

ＰＦＡＳ汚染に関する要請 
                                          安保破棄中央実行委員会事務局長 東森英男 

 
発がん性や免疫抑制など健康への影響が指摘され環境中で分解されないことから「永遠の化学物質」

とも呼ばれる有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）の汚染が広がっており住民の健康に深刻な影響を及ぼして

います。ＰＦＡＳは健康に影響を与えることから、ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡを含む泡消火剤などは「残留性

有機汚染物質に関するストックホルム条約」で 2009 年から製造・保有・使用が禁止されています。 
ＰＦＡＳ汚染をめぐっては沖縄の米軍嘉手納基地からの漏出による飲料水の汚染が大きな問題となっ

ています。 
東京・多摩地域の住民を対象に市民団体が 650 名の血液検査をしたところ、米軍横田基地の東側に当

たる地域の住民から高濃度のＰＦＡＳが検出され、深刻な汚染の実態が明らかにされています。それに

関連して、先日、防衛省は米軍横田基地で 2010 年から 2012 年に３件の漏出があった事実を認めていま

すが、「基地外への漏出はなかった」としています。このような状況の下、私たちは米軍横田基地が地下

水の汚染源の有力なひとつと考えており、早急な現地立ち入り調査を行ない、事態の究明が必要だと考

えます。2010 年から 2012 年におこった漏出事故で防衛省は米側から報告書を 2019 年に入手しておき

ながら 4 年半にわたって公開しなかったという許しがたい事実も明らかになっています。 
神奈川県横須賀基地の排水処理場から海へ流失した事故や、厚木基地では 7000 ㍑の泡消火剤が流出し

た事故、米軍キャンプ座間のある座間市の飲料水として使用している地下水が PFAS で汚染されている事

件も報道されています。 

いずれも、住民の健康を守ることを最優先に、その汚染源の特定を一刻も早くおこない対策を講じる

べきものと考えます。そのためには在日米軍基地への立ち入り徹底した調査が必要です。 
さらに在日米軍は、「在日米軍施設における水成幕泡消化剤（ＡＦＦＦ）の交換に関する声明」を出し、

2024 年 10 月までにすべての米軍基地で焼却処分をするとしていますが、その間の保管場所・保管方法・

保管量などは明らかにされていません。新たな流出・漏出を起こさせないためにも実際の現場への立ち

入り調査がきわめて重要となっています。 
以上により次のことを要請するものです。 
 
1、在日米軍に対しすべてのＰＦＡＳ流出・漏出事故をすべて公表するよう求めること。 

日本政府の責任で国民の前に明らかにすること。 
2、問題の解明と解決のため、日本政府および地方関係者の在日米軍基地への立ち入りを実現すること。 
3、在日米軍に対しＰＦＡＳの焼却処分までの期間、保管場所・保管方法・保管量を確認 

   し、すべて公表すること。 
 4、「防衛省におけるＰＦＯＳ処理実行計画」の進捗状況を明らかにすること。 

以上  
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第 53 期第 1回 地域社保協交流集会 報告

2023.7.29 東京社保協事務局

2023.7.29 13：30～16：00 東京労働会館 5階地評会議室＋Web

参加地域：新宿、目黒、大田、北、板橋、練馬、江戸川、町田、東久留米、多摩、西東京：14 人

１，東京社保協からの報告と提起

１）地域社保協強化の方針と現状

  ・東京社保協、中央社保協の総会方針から

  ・地域社保協交流集会という名目での開催は今回初か？再度開催したい。

「地域社保協事務局長会議」が 2017 年 3 月に区部と多摩で別々に行われたのが最新の記録。

それまでは毎年 2～3回開催されていた模様。内容は取り組み課題の提起と参加者交流。

  ・毎回総会方針に記載するも、コロナ禍もあり、強化目的の具体的取り組みはできなかった。

  ・2020 年に小金井社保協が再建総会を行った。また地域ではないが、前今年期から２都団体が

新たに東京社保協に加盟した。これらはコロナ禍がきっかけで加盟申請。

  ・現情勢下で、社会保障運動はますます重要になってきている。

  ・地域ごとに現状と処方箋を行動しながら作成して、加盟団体にも要請しながら組織強化に取

り組んでいく。

  ・岐阜や千葉では中央社保学校開催地となったことがきっかけで、当該地域で中心となる団体

を明確にして地域社保協の結成・再建が行われている。岐阜では結成方針の下、本巣市（県労

連）、可児市・美濃市（新婦人）羽島（岐商連）山県市（友の会）と分担をして各団体が中心

となって動き５市で地域社保協が設立し、県内 57％地域に到達した。

・千葉でも後期高齢者医療費２倍化をきっかけに、年金者組合が中心となって、船橋社保協が再

建。公立病院統廃合の運動をきっかけに自治労連などが声掛けをして匝瑳市と旭市２市で地

域協議会として９月に設立予定。

・コロナ禍をきっかけに、山梨県では事務局体制を確立して甲府市社保協が再建。京都では八幡

市社保協が結成予定。

２）総会で提案した具体的取り組みについて

  ・10 月、4月東京社保学校の講義テーマ要望

   介護改悪、報酬改定、ＰＦＡＳ、

都政の課題

  ・都議会宛国保署名

   その他検討

    ・保険証請願をするか？

    ・広域連合に対して保険料など

第 53 期 主な予定

6月 自治体国保状況調査

7月 地域社保協交流会

9月 中央社保学校（9/16～17）

都議会宛 国保請願署名 開始

（12月中旬提出）

10 月 東京社保学校

2月 加盟団体・地域社保協活動調査

4月 東京社保学校

4～5月 第 54期総会
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３）日本高齢者大会（11/12～13）

  ・地域からの参加組織

  ・11/13 13 時半～ 第 10 学習講座 マイナナードとインボイス 東京社保協担当

２，地域社保協調査のまとめ報告（コロナ禍前との比較も含めて）

コロナ禍前の 2019 年には 34 地域から報告されたものが、2022 年度では 27 地域に後退しました。

機関会議でも 2019 年度は 26 地域が毎月、1 地域が隔月の会議を開催していましたが、22 年度は毎

月の開催が 20 地域に後退し、隔月が 3地域に増えました。

宣伝行動は、コロナ前の 19 年度には 9 地域が毎月開催し、不定期開催も 14 地域だったものが、

22 年度は毎月開催が 7地域に後退し、不定期での開催も 7地域に後退しています。

地域での相談活動は、19 年度は 16 地域で何らかの形態で開催されていましたが、22 年度は 9 地

域に後退しています。

議会への陳情や請願及び自治体への要請行動は、2019 年度は 28 地域で取り組まれていますが、

2022 年度は自治体及び議会への要請は 18 地域（自治体要請で 15 地域、議会要請で 11地域）にとど

まりました。

３，各地域社保協から活動状況や課題、東京社保協への要望など報告・交流

・運動を進める上で、地域住民の実態を掴む必要がある。自治体が集めているデータを知らない、使

われていないのではないか？きちんとデータを取り寄せる必要がある。地域密着事業所が不足し

ている、介護保険料が高いが給付減でも下げてくれ、特養は４人部屋がもっと必要などアンケー

ト集計といった生活に密着している問題もある。こうした事を住民に明らかにして大衆的に討論

していくことが必要なのではないか。

・コロナで集まれる機会が減ってしまい毎年自治体に要望書を出すなど活動をつないできたが、役

員体制を確立するなかで、活気づいてきた。若い人をどう巻き込むか？一人でも入れる組織にし

て、保育関係者などを誘っている。要望を出し、自治体懇談する中で実現してきたこともあり、そ

れが良かった。コロナで懇談も断られてきたが、昨年は保育だけで実施できた。そういう中で若

い人達の力を引き出していきたい。年金者組合も要望を出して懇談をしてきている。

・コロナで診療所が社保協の活動どころではなくなって、地域社保協全体の活動が停滞したりした。

民医連の方針としても地域社保活動に参加、力を入れることを重視している。

・所属団体より会議参加団体が少ない。もっと所属団体を増やせないかなどの論議がある。コロナ

で相談会なくなり、フードバンク活動などをやった。加盟団体でも後継者が大変だと思う。当面、

雰囲気よくやっていくことを目指している。

・オンラインで学習会をやって、病院関係者に参加を働きかけている。むしろそうした事が得意な

若い層もある。なんでも相談会はコロナ禍でも対策を取りながら続けてきた。自治体要望、文書

回答をもらう関係を作ってきている。それがとても大切だと思う。

・ズーム併用で幹事会を行っている。様々な団体の取り組みを交流しながら、行動している。なんで
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も相談会を再開実施した。学習会を開催して活性化していきたい。

・毎月定例会議しており、5～8 人参加している。社保協活動を探りながらやってきた。定例で社保

協ニュースを発行して市内、加盟していない団体も含めて様々な取り組みを交流しつつ、社保協

活動を団体内や新聞折り込みで知らせている。相談会は隔月、役所前で青空相談会を年 1 回開催

している。要望書提出と市長懇談をやっており、文書回答がくる。回答を基に各部と懇談を行っ

ている。補聴器の助成、公立保育園廃止、中学校給食実施が最重点課題。フードパントリーを 3年

やってきて今では市も支援するところまでになった。

・給食費完全無償の行動と国保・介護保険料引き下げの署名をやった。保険証を残せとの署名もや

っている。

・年１回なんでも相談会をやっている。宣伝も毎月 1 回やっている。区議からの区課題の学習会を

隔月でやっているが、それを独自運動に結びつけられてはいない。そこが課題。

・地区労が事務局で、年金者組合と協力しながらやっており、高齢者問題が中心で、市との懇談会を

実施している。補聴器助成を求めてやってきて、医師会が動き出している。後継者を探している

が、なかなかうまくいかない。市民病院が廃止になるし、法律事務所も多忙でなんでも相談会が

出来なくなってしまった。

・地域組織の課題をもっと出し合った方がよい。局面を変える原点は学習だと思う。難しくても学

んでいくことが重要。地域での学習会を組織していく。研究者が少なくなってきており、これを

どう育てていくかも重要。もっと様々な形で院生に働きかけ、運動で育てていくことに東京社保

協も関わって欲しい。政治問題ではなく、地域の問題を取り上げていくことが大切。

・ＩＴ問題も取り上げることを検討して欲しい。

・保育制度についても難しいので学習会をして欲しい。子育て世代だけの問題ではない。

・子育ての悩みをそこで働いている活動家が意外に解らない。実態を取材することも大切なのでは

ないかと思う。

・高齢者への負担増に対する財源論。欧米の年金・医療がどうなっており、それがなぜできているの

か？現在の若者の高齢期時問題についても解明して、元気のでる講義をお願いしたい。

４，全体論議

・集まるのが大変、地域柄もあるので 23区と多摩地域別々に開催してほしい。

・地域それぞれ課題が多々あるが、今、何が一番問題なのか？課題が多々ある中で、すべて取り組め

るわけではないので、重点をおいてやっていくしかない。

・協議会として、地域の団体が弱体化するなかで、個人も入ってもらってやっている。それも高齢化

してきていて、課題はそちらに重きをおくことになり、若い世代の問題はわからなくなっている。

様々な課題に対応できない、後継者にどう引き継いでいくか？

・社保協の後継者対策に危機感を持っていない人はいない。4～50 代の人達は運動経験をしながら育

った私たちと違うので、そうした経験がない人が多数派になっている。次の世代を出せない状況

になっている。しかし、意識して新人をいれたら、すごく活動にマッチして、貧困や格差に関心を

持っている若い人達がいる。ただ、忙しいので持続性がないところが悩みどころ。そう言った人
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たちが再度集まれる環境を作る事、私たちが大学などを訪問して、つながりを作るような環境を

つくることを働きかけることも打開の方向ではないか？

・民医連の担当者が高齢化して区内の社保協活動が弱体化してきた。土建から会長を引き受け、幹

事会の参加者を増やして活性化をはかっている。民医連内でも後継者が組織できていないことも

垣間見られる。組合の組織もなかなかできていない。引っ張っていく人とその協力者がいないと

社保協活動はうまくいかない。経験長くやっている人が次をどう考えているのか教えて欲しい。

・後継者は各団体で後継者を育てていくしかないのではないか？民主団体から出てきて欲しいとい

うのは限界ではないか？

５，その他

・地域での取り組みや発行しているニュースをぜひ、東京社保協に送付して欲しい。

・東京社保協では、講師料など学習会経費への補助をしているので、活用して欲しい。

・土建作成のひな型も添付しているので、保険証廃止中止の陳情・請願を 9 月議会に自治体へ出し

て欲しい。

・中央社保学校への参加も組織して欲しい。東京で集団視聴会場設営も検討している

以上
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第 53 期第 1回 地域社保協交流集会 資料

１）第５３回東京社保協総会議案「組織強化」の項からの抜粋

（１）地域社保協の確立、再建、強化

第 52 期において、組織活動が難しく送付資料の配布や署名などの協力のみをお願いしている地域

が 4 地域（会費未請求）、会費未納が 5地域ありました（地域社保協加盟登録 45）。こうした地域を

はじめ、実施した地域社保協調査結果（回答 27）を基に、各地域社保協の確立、再建の具体化に着

手していきます。

コロナ禍で実施できなかった地域社保協の活動交流会を 7 月頃に開催し、経験交流や課題や取り

組みの共有化をはかります。

また、全国各地での地域社保協の再建や結成の経験にも学びながら組織化をはかります。その際

に、東京地評に参加する地域の労働組合、東京民医連加盟の各地域組織、東京土建の各支部、市民団

体・個人等にも協力をお願いできればと思っています。

東京社保協としては、１自治体１地域社保協を展望しながらも、地域社保協としてでなくてもそ

れぞれの地域で、その実情に合わせて、社会保障制度充実へ向けた運動や自治体・議会要請活動が

行われていることが重要であると考えています。そのために都段階の諸団体や各地域と相談しなが

ら、可能な支援・協力を行っていきたいと思います。

（２）東京社保協の体制と運動の強化

①地域や各団体の主な活動を把握・集約・発信し、連携した活動の構築をめざします。さらに要求課

題ごと、加盟団体ごと、それらの共同運動を重視しながら、要求の掘り起こしと課題を整理し、個

別要求運動を総合的、統一的な運動へと発展させることをめざします。

②全都の運動や課題、地域社保協・加盟団体の取り組みの紹介など東京社保協ニュースの更なる充

実をめざします。引き続き定期発行に努めます。

③適宜必要な自治体アンケートの実施、学習資料、要請文書ひな型などを作成し、地域社保協や加

盟団体の活動支援・強化をめざします。

④東京社保協常任幹事会の内容と討議を随時検討工夫し、出席率の向上をはかります。また前期よ

り行ってきた加盟団体紹介を継続していきます。

⑤東京社保協ホームページの充実をはかるとともに、Facebook や LINE、クラウドストレージそれぞ

れの利点を活かして情報発信・交流・共有を行います。とりわけ様々な機能活用可能性がある LINE

での「つながり」を増やします。

⑥オンライン会議・学習会環境や事務効率の向上に有効な機材やソフトを購入します。

⑦「地域社保協調査」は例年通り、「団体調査」も年明けに実施します。それらの結果を 4～5月に開

催予定の総会で報告します。

⑧東京社保協財政の安定的確立とそのあり方について検討します。
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２）第６７回中央社保協総会議案「2023 年度の運動のすすめ方」より抜粋

（１３）県・地域社保協の強化・結成再建

①すべての地域に社保協結成を

国民のいのち暮らしを守る砦として、都道府県市町村 1765 自治体（2023 年 6 月末）のすべてに

社保協結成を目指すとともに、少なくとも自治体の過半数（882 自治体）で地域社保協結成を早急

に実現することが必要です。

2023 年 6月現在、451 組織（47都道府県、370 地域社保協、20準備会、14 友好団体）が活動し

ています。住民要求を実現していくために、地域社保協の再建、体制強化、新結成に具体的な目標

を議論し、思い切った実行に踏み出すことを呼びかけます。

②地域社保協づくりは自治体キャラバンから

1．自治体キャラバンは、毎年県内の給付水準を比較分析し、それぞれの自治体に合わせ個別具体

的に要求作成し、地域住民と市職員が折衝の場を作り交渉すると「選挙以外で社会を改善させ

ていく」優れた運動です。

2．自治体キャラバンから地域社保協が生まれます。すべての社保協で自治体キャラバンに挑戦・

参加しましょう。地域社保協づくり３つの教訓 ①３人寄ればもう社保協、②役員は、会長・事

務局長・事務局次長、③名刺と印鑑をつくれば OK

3．地域社保協づくりの経験交流集会や、自治体キャラバン交流会の開催を検討します。中央社保

協ホームページに「各地域社保協からの実践・経験」についての掲載を検討します。中央団体に

対し、地域社保協強化への支援、協力の要請等を強めます。

２）2022 年度地域社保協調査のまとめ 別紙１

３）コロナ前と直近地域社保協調査まとめの対比 別紙１

会費納入状況 45 地域社保協（うち請求 41 地域）

年度 17 18 19 20 21 22

納入地域数 35 38 37 39 31 37

４）各自治体での団体組織状況 別紙２

５）参考資料 東京土建の（保険証廃止中止）事務連絡 別紙２

毎月 隔月 計 毎月 不定期 計
前 34 76.5% 2.9% 79.4% 26.5% 41.2% 67.6% 47.1% 82.4%
後 27 74.1% 11.1% 85.2% 25.9% 25.9% 51.9% 33.3% 66.7%

相談 要請

地域社保協調査 コロナ禍前後比較
調査
回答数

会議 宣伝
コロナ禍
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